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(57)【要約】
【課題】光利用効率の点で有利な投影装置を提供する。
【解決手段】周期パターン光を物体に投影する投影光学
系を備える投影装置であって、投影光学系の瞳面に配置
された開口絞りを有し、光源からの光によって瞳面に形
成される光源の像強度分布ＩＭの、周期パターン光の周
期方向の寸法をＬ１と、該周期方向に垂直な方向の寸法
をＬ２とし、開口絞りの開口部ＯＰの、周期パターン光
の周期方向の寸法をＳ１と、該周期方向に垂直な方向の
寸法をＳ２とし、次の条件式を満たすＬ１／Ｌ２＞Ｓ１

／Ｓ２、Ｌ１＞Ｓ１。
【選択図】図６



(2) JP 2017-194418 A 2017.10.26

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周期パターン光を物体に投影する投影光学系を備える投影装置であって、
　前記投影光学系の瞳面に配置された開口絞りを有し、
　光源からの光によって前記瞳面に形成される前記光源の像強度分布の、前記周期パター
ン光の周期方向の寸法をＬ１と、該周期方向に垂直な方向の寸法をＬ２とし、
　前記開口絞りの開口部の、前記周期パターン光の周期方向の寸法をＳ１と、該周期方向
に垂直な方向の寸法をＳ２とし、
　以下の条件式を満たす
Ｌ１／Ｌ２＞Ｓ１／Ｓ２、Ｌ１＞Ｓ１
ことを特徴とする投影装置。
【請求項２】
　１．２≦Ｌ１／Ｓ１≦１．６を満たすことを特徴とする請求項１に記載の投影装置。
【請求項３】
　１．３≦Ｌ１／Ｓ１≦１．５を満たすことを特徴とする請求項２に記載の投影装置。
【請求項４】
　０．８≦Ｌ２／Ｓ２≦１．２を満たすことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項
に記載の投影装置。
【請求項５】
　０．９≦Ｌ２／Ｓ２≦１．１を満たすことを特徴とする請求項４に記載の投影装置。
【請求項６】
　Ｌ１＞Ｌ２を満たすことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の投影装置
。
【請求項７】
　前記光源からの光により前記周期パターンを生成するパターン生成部を含み、
　前記周期パターンは前記開口部を通過し、前記物体に投影される、
　ことを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の投影装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７のうちいずれか１項に記載の投影装置と、
　前記投影装置によりパターン光が投影された物体を撮像する撮像装置と、を有すること
を特徴とする計測装置。
【請求項９】
　パターン光を物体に投影する投影光学系を備える投影装置と、前記投影装置により前記
パターン光が投影された前記物体を撮像する撮像装置と、を含む計測装置であって、
　前記投影装置は、
　前記投影光学系の瞳面に配置された開口絞りを有し、
　光源からの光によって前記瞳面に形成される前記光源の像強度分布の、前記投影装置と
前記撮像装置とを結ぶ基線方向の寸法をＬ１と、該基線方向に垂直な方向の寸法をＬ２と
し、
　前記開口絞りの開口部の、前記基線方向の周期方向の寸法をＳ１と、該基線方向に垂直
な方向の寸法をＳ２とし、
　以下の条件式を満たす
Ｌ１／Ｌ２＞Ｓ１／Ｓ２、Ｌ１＞Ｓ１、
ことを特徴とする計測装置。
【請求項１０】
　前記パターンは周期パターンであって、
　前記投影装置および前記撮像装置は、前記基線方向が前記周期パターンの周期方向と同
じになるように配置される、
ことを特徴とする請求項８に記載の計測装置。
【請求項１１】
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　被検物を計測する、請求項８乃至１０のうちいずれか１項に記載の計測装置と、
前記計測装置による計測結果に基づいて前記被検物を保持して移動させるロボットと、を
有するシステム。
【請求項１２】
　請求項８乃至１０のうちいずれか１項に記載の計測装置を用いて被検物を計測する工程
と、
該計測結果に基づいて被検物を処理することにより物品を製造する工程と、を有すること
を特徴とする物品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、投影装置、計測装置、および物品の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　物体の形状を計測する装置として、パターン投影法を用いた光学式の計測装置が知られ
ている。パターン投影法では、所定のパターン光を物体に投影して撮像し、撮像画像にお
けるパターンを検出して、三角測量の原理から各画素位置における距離情報を算出するこ
とで、物体の形状を求めている。
【０００３】
　パターン光の物体への投影は、計測装置に含まれる投影装置（プロジェクタ）により行
われる。プロジェクタは、物体を均一に照明すること、および光源からの光を効率よく利
用することが求められる。光利用効率を向上させる技術として、光源の像強度分布の形状
と開口絞りの開口部の形状とを相似形とする技術がある（特許文献１および２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第３１８２８６３号公報
【特許文献２】特開平８－３１３８６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献の装置では、プロジェクタに含まれる光源や開口絞りの配
置誤差等により、開口絞りの開口部に光源像が形成されない部分（瞳面の光強度分布の欠
損）が発生しうる。瞳面の光強度分布の欠損があると、物体のパターン投影面における照
度均一性が低下し、パターン光の検出誤差が発生しうる。瞳面の光強度分布の欠損の発生
を防ぐため、開口絞りの開口部を狭くする方法が考えられるが、光利用効率が低下する。
【０００６】
　本発明は、例えば、光利用効率の点で有利な投影装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明は、周期パターン光を物体に投影する投影光学系を
備える投影装置であって、投影光学系の瞳面に配置された開口絞りを有し、光源からの光
によって瞳面に形成される光源の像強度分布の、周期パターン光の周期方向の寸法をＬ１

と、該周期方向に垂直な方向の寸法をＬ２とし、開口絞りの開口部の、周期パターン光の
周期方向の寸法をＳ１と、該周期方向に垂直な方向の寸法をＳ２とし、次の条件式を満た
す、Ｌ１／Ｌ２＞Ｓ１／Ｓ２、Ｌ１＞Ｓ１、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、例えば、光利用効率の点で有利な投影装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
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【０００９】
【図１】第１実施形態に係る投影装置を用いた計測装置の構成を示す概略図である。
【図２】ドットラインパターン光の一例を示す図である。
【図３】投影装置の詳細な構成を示す図である。
【図４】開口絞りの開口部と投影光学系の瞳面に形成された光源の像強度分布との関係を
示す図である。
【図５】投影光学系のフォーカス面とフォーカス面近傍の面における点像分布を示す図で
ある。
【図６】第１実施形態に係る開口絞りの開口部と投影光学系の瞳面に形成された光源の像
強度分布との関係を示す図である。
【図７】第２実施形態に係る開口絞りの開口部と投影光学系の瞳面に形成された光源の像
強度分布との関係を示す図である。
【図８】計測装置とロボットアームとを含む制御システムを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明を実施するための形態について図面などを参照して説明する。
【００１１】
（第１実施形態）
　図１は本発明の第１実施形態に係る投影装置を用いた計測装置の構成を示す概略図であ
る。計測装置は、パターン投影法を用いて、被計測物５の形状（例えば、３次元形状、２
次元形状、位置及び姿勢など）を計測する。計測装置は、図１に示すように、投影装置（
プロジェクタ）１と、撮像装置（撮像部）２と、処理部３とを有する。ここで、被計測物
５が載置された平面内に互いに直交するＸ軸およびＹ軸を取り、このＸＹ平面に直交する
方向にＺ軸を取る。
【００１２】
　投影装置１は、例えば、光源部１１と、照明光学系１２と、パターン生成部１３と、投
影光学系１４とを含み、所定のパターン光を被計測物５に投影する。投影装置１の光軸を
光軸ＯＡ１とする。光源部１１は、例えばハロゲンランプ、ＬＥＤなど各種の発光素子で
ある。本実施形態では、投影光学系１４の入射瞳を均一に照らすために、１チップで構成
される表面実装型ＬＥＤを用いる。また、その発光部の形状は長方形とする。照明光学系
１２は、光源部１１から射出された光の光源像を投影光学系１４の入射瞳に形成し、また
、パターン生成部１３で生成されたパターンを均一に照明する（例えば、ケーラー照明）
。
【００１３】
　パターン生成部１３は、被計測物５に投影するパターンを生成し、本実施形態では、ガ
ラス基板をクロムめっきすることによってパターンが形成されたマスクで構成されている
。なお、パターン生成部１３は、任意のパターンを生成可能なＤＬＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ｌｉｇｈｔ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ）プロジェクタや液晶プロジェクタなどで構成しても
よい。投影光学系１４は、パターン生成部１３で生成されたパターン光を被計測物５に投
影する光学系である。
【００１４】
　図２は、パターン生成部１３によって生成され、被計測物５に投影されるパターン光の
一例であるドットラインパターン光（周期パターン光）を示す図である。ドットラインパ
ターン光は、図２に示すように、明線で形成された明部ＢＰと、暗線で形成された暗部Ｄ
Ｐとが図中Ｙ方向（周期方向）に交互に配置された周期的なラインパターン光（ストライ
プパターン光）である。また、明線ＢＰ上において明部が延びる方向（Ｙ方向に直交する
Ｘ方向）において明部を切断するように明部と明部の間に、ドットＤＴが設けられている
。ドットＤＴは、互いの明線を識別するための識別部である。ドットの位置は各明線上に
おいて異なるため、検出されたドットの座標（位置）情報から、投影された各明線がパタ
ーン生成部１３上のどのラインに対応するかの指標が与えられ、投影された各明線の識別
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が可能となる。
【００１５】
　図１に戻ると、撮像装置２は、例えば、撮像光学系２１と、撮像素子２２とを含み、被
計測物５を撮像して画像を取得する。撮像装置２の光軸を光軸ＯＡ２とする。撮像部２は
、本実施形態では、ドットラインパターン光が投影された被計測物５を撮像して、ドット
ラインパターン光に対応する部分を含む画像（距離画像）を取得する。撮像光学系２１は
、被計測物５に投影されたドットラインパターン光を撮像素子２２に結像するための結像
光学系である。撮像素子２２は、パターン光が投影された被計測物５を撮像するための複
数の画素を含むイメージセンサであって、例えば、ＣＭＯＳセンサやＣＣＤセンサなどで
構成されている。
【００１６】
　投影装置１と撮像装置２とは、両者の光学中心を結んだ線である、基線ＢＬの長さ（基
線長）の間隔で配置される。ここで光学中心とは投影装置１および撮像装置２が有する光
学系の物体側の瞳位置の事を表す。また、本実施形態では、明部ＢＰおよび暗部ＤＰが延
びる方向（ｘ方向）と基線ＢＬとは直交するように設定される。
【００１７】
　処理部３は、撮像装置２の撮像画像から求めたパターン座標、投影装置１および撮像装
置２の光学特性、基線長等に基づいて、被計測物５の形状を求める。パターン座標は、例
えば、撮像画像において、明部ＢＰに平行な方向（ｘ方向）の各画素座標に対して明部Ｂ
Ｐと交差する方向（ｙ方向）断面の輝度分布に基づいて求められる。本実施形態では、当
該輝度分布から検出したドットＤＴの位置により明部ＢＰを識別してパターン座標が求め
られる。
【００１８】
　図３は、投影装置１の詳細な構成を示す図である。投影装置１に含まれる投影光学系１
４は、レンズ１４１および１４２と、開口絞り１４３とを含む。レンズ１４１とレンズ１
４２とは、開口絞り１４３を間に挟んで配置される。また、開口絞り１４３は、投影光学
系１４の瞳面に配置される。
【００１９】
　図４（Ａ）～（Ｃ）は、開口絞り１４３の開口部と投影光学系１４の瞳面に形成された
光源の像強度分布との関係を示す図である。図４（Ａ）にて、開口部ＯＰは点線で光源の
像強度分布（光源像）ＩＭは実線で示される。光源像ＩＭと開口部ＯＰとは、略一致した
形状をしており、開口部ＯＰ（投影光学系１４の瞳面）に光源像ＩＭが一様に形成される
。図４（Ｂ）は、光源部１１や開口絞り１４３などの配置誤差、製造誤差により、開口部
ＯＰにおける光源像ＩＭの形成される位置がシフトした場合を示す図である。シフト前の
光源像ＩＭを２点鎖線、シフト後の光源像ＩＭを実線、シフト方向を矢印で示す。
【００２０】
　ここで、光源像ＩＭのシフトは、上記のような配置誤差等による照明光学系１２の主光
線と投影光学系１４の主光線の角度誤差によって引き起こされる。例えば、照明光学系１
２を小型に構成した場合は、周辺画角での角度特性が急峻に変化するためシフトが起こり
やすい。シフトによる誤差は光源１１のＸＹ方向の配置誤差で画角一律で発生する成分も
存在するが、本実施形態では、説明を簡便にするため、光源１１のＺ方向の配置誤差によ
る周辺画角のみに発生する成分について説明する。したがって、図４（Ａ）はシフトが起
こっていない、中心画角を通過する光束による光源像ＩＭを示し、図４（Ｂ）はシフトが
起こり、周辺画角を通過する光束による光源像ＩＭを示している。下記、同様の光源像と
開口部との関係の説明において、シフトが発生し光源像中心が投影装置１の光軸ＯＡ１か
らずれている図面も周辺画角を通過する光束による光源像として説明する。
【００２１】
　図４（Ｂ）によれば、光源像ＩＭのシフトにより、開口部ＯＰに光源像ＩＭが形成され
ない部分が生じることがわかる。開口部ＯＰにおける光強度分布の欠損は、被計測物５に
投影されるパターン光の照度均一性の低下につながりうる。図４（Ｃ）は、光源像ＩＭが
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形成されない部分（光強度分布の欠損）をなくすように、開口部ＯＰの形状を小さくした
場合を示す図である。図に示すように、開口部ＯＰに光強度分布の欠損はなくなっている
。しかしながら、開口部ＯＰを小さくすることで開口部ＯＰがカバーする光源像ＩＭの面
積が小さくなり、光利用効率が低下する。また、光源１１の発光部サイズを大きくするこ
とで欠損を改善する場合も光利用効率が低下し、被検物５上の照度を維持するためには、
光源１１の消費電力および発熱量が増加してしまう。
【００２２】
　光強度分布の欠損により、被計測物５のパターン投影面における光の配向分布（点像分
布）の対称性が崩れる。図５（Ａ）および（Ｂ）は、投影光学系１４（投影装置１）のフ
ォーカス面とフォーカス面近傍の面における点像分布を示す図である。図５（Ａ）は、光
強度分布の欠損が無い場合であり、図５（Ａ）の左において、投影光学系１４のフォーカ
ス面を面ＢＦ、フォーカス面と平行な面で投影光学系１４に近い面を面ＮＲ、投影光学系
１４から遠い面を面ＦＲとする。撮像装置２は、いずれの面も撮像可能である。投影装置
１からの光のうち、面ＢＦの点ｐを通過する光束のうち最外周の光線を光線Ｒ１１、Ｒ１

２とする。この場合の面ＦＲにおける点像分布を図５（Ａ）右に示す。横軸は面ＦＲにお
けるｙ方向の位置、原点は点ｐの位置、縦軸は光強度である。開口部ＯＰにおける光強度
分布の欠損が無い場合、点像分布は点ｐの位置に関して対称な分布となる。すなわち、ど
の面も均一な照度でパターン光が投影される。
【００２３】
　一方、図５（Ｂ）は、開口部ＯＰにおける光強度分布の欠損が起きた場合であり、図５
（Ｂ）の左において、投影装置１からの光のうち、図５（Ａ）の場合と同じの点ｐを通過
する光束のうち最外周の光線を光線Ｒ２１、Ｒ２２とする。この場合の面ＦＲにおける点
像分布を図５（Ｂ）右に示す。横軸、原点および、縦軸は図５（Ａ）と同様である。光強
度分布の欠損が起きた場合、点像分布は点ｐの位置に関して対称な分布とならない。すな
わち、面ＦＲにおいて－ｙ方向に光束の重心がずれ、面ＮＲにおいて＋ｙ方向に光束の重
心がずれる。これにより、パターン投影の照度均一性の低下（パターン検出誤差）につな
がりうる。
【００２４】
　なお、光強度分布の欠損を投影装置１の校正により軽減することは、パターン検出誤差
が被計測物５のＺ方向の位置に依存すること、および画角一様で誤差が発生するのではな
く周辺画角で顕著に発生することから非常に困難である。
【００２５】
　ここで、図２のようなドットラインパターン光を被計測物５に投影する場合、パターン
座標は、ｙ方向（基線ＢＬ方向）の輝度分布に基づいて求められる。したがって、ｘ方向
の投影パターン歪みは、パターン座標の検出誤差をほとんど発生させない。これは、明部
ＢＰおよび暗部ＤＰはｘ方向（基線ＢＬに垂直な方向）に伸びているため、点像分布のｘ
方向の歪みは、投影パターンの歪みを実質的に発生させないからである。したがって、ラ
インパターン光を投影する投影装置では基線に垂直な方向への光強度分布の欠損は許容さ
れ得る。
【００２６】
　なお、本実施形態に用いているライン対応付けのための符号（ドット）を持つパターン
の場合は、ドットの検出ができる限り、ｘ方向の投影パターンの歪みはラインの検出のた
めの精度ほど高精度を要求されない。
【００２７】
　本実施形態の投影装置１は、製造上の誤差等により光源像がシフトした場合に、基線方
向の光強度分布欠損の発生を抑えながらも、ドット検出が可能な程度で基線に垂直な方向
の光強度分布欠損を許容する構成としている。図６（Ａ）および（Ｂ）は、本実施形態に
係る開口絞りの開口部と投影光学系１４の瞳面に形成された光源の像強度分布との関係を
示す図である。図６（Ａ）はシフトが起こる前、図６（Ｂ）はシフトが起きた後を示して
いる。図中一点鎖線を基線方向とする。本実施形態では、基線方向において、光源像ＩＭ
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の寸法が開口部ＯＰの寸法よりも大きく、基線に垂直な方向において、光源像ＩＭの寸法
と開口部ＯＰの寸法とが等しい構成としている。これにより、図６（Ｂ）のように光源像
ＩＭがシフトしても、基線方向（ｙ方向）に光強度分布の欠損が生じない。ｘ方向にはド
ットの検出が可能な範囲で欠損が生じる。本実施形態では、ｘ方向の欠損を許容しており
、光利用効率を向上させている。
【００２８】
　ここで、開口部ＯＰのｙ方向の寸法をＳ１、光源像ＩＭのｙ方向の寸法をＬ１、開口部
ＯＰのｘ方向の寸法をＳ２、光源像ＩＭのｘ方向の寸法をＬ２として互いの関係を条件式
で表す。上記、光源像ＩＭと開口部ＯＰの寸法の関係は、Ｌ１＞Ｓ１、かつＬ２＝Ｓ２と
表せる。なお、ｘ方向の欠損はドットの検出が可能な範囲で許容しているため、開口部Ｏ
Ｐのｘ方向の寸法Ｓ２と、光源像ＩＭのｘ方向の寸法Ｌ２とは、等しくなくてもよく、大
小関係も問わない。本実施形態では、ドットの検出が可能な範囲は、Ｌ２／Ｓ２が０．８
から１．２の範囲であり、より好ましくは０．９から１．１の範囲である。また、開口部
ＯＰのｙ方向の寸法Ｓ１に対する光源像ＩＭのｙ方向の寸法Ｌ１は、光利用効率を考慮し
た大きさとしている。すなわち、好ましくはＬ１／Ｓ１を１．２から１．６の範囲とし、
より好ましくはＬ１／Ｓ１を１．３から１．５の範囲とする。また、光源像ＩＭの形状の
縦横比、すなわちＬ１／Ｌ２は、基線方向に欠損を生じさせない観点から、開口部ＯＰの
形状の縦横比、すなわちＳ１／Ｓ２よりも大きくする（非相似とする）。また、Ｌ１／Ｌ

２は、１よりも大きい（Ｌ１＞Ｌ２）とすることが望ましい。
【００２９】
　ここでの光源像ＩＭの寸法は、例えばパターン生成部１３の中心位置に微小な透過部を
設けたときの、瞳面における光強度分布をシミュレーションもしくは実験により確認する
ことが可能である。
【００３０】
　このように、本実施形態の構成を備えた投影装置は、光利用効率の低減を抑えつつ、被
計測物のパターン投影面における照度均一性を向上させることができる。当該投影装置を
備えた計測装置は、投影パターンを高精度に検出できる。以上のように、本実施形態によ
れば、光利用効率の点で有利な投影装置を提供することができる
【００３１】
　（第２実施形態）
　図７（Ａ）および（Ｂ）は、本実施形態に係る開口絞りの開口部と開口部に形成された
光源像との関係を示す図である。本実施形態では、開口絞り１４３の製造上の容易さ、投
影光学系１４への配置のし易さ、配置制度等を考慮して開口部ＯＰの形状を円形としてい
る。これにより、光源像ＩＭのシフトを抑えることができる。図７（Ａ）はシフトが起こ
る前、図７（Ｂ）はシフトが起きた後を示している。本実施形態においても、基線方向に
おいて、光源像ＩＭの寸法が開口部ＯＰの寸法よりも大きく、基線直交方向において、光
源像ＩＭの寸法と開口部ＯＰの寸法とが等しい構成としている。なお、開口部ＯＰのｙ方
向の寸法をＳ１、ｘ方向の寸法をＳ２、光源像ＩＭのｙ方向の寸法をＬ１、ｘ方向の寸法
をＬ２とし、第１実施形態と同様の関係を満たす寸法とするのが好ましい。本実施形態に
よる投影装置も、第１実施形態と同様の効果を奏する。
【００３２】
　なお、上記では、基線ＢＬと投影装置１の光軸ＯＡ１とが直交していたが、直交しない
場合は、基線方向を投影装置１の光軸ＯＡ１から投影光学系１４の瞳面に基線を射影した
方向と考えればよい。また、開口部ＯＰの形状誤差や配置誤差を低減するために、開口絞
り１４３は開口部ＯＰの寸法変更機構を持たせた可変絞りよりも、開口部ＯＰの寸法が固
定された固定絞りが好適である。
【００３３】
　なお、パターン生成部１３によって生成され、被計測物５に投影されるパターンは、図
２に示すパターンに限らず、明と暗を反転したパターンでもよい。階調パターンや多色パ
ターンなど、複数の線を含むパターンであってもよい。線は直線でも曲線でもよい。さら
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、ドットに限らず、丸形状や、幅を狭くした部分など、各線を識別できる符号であればよ
い。ドットが設けられる位置は、明部上であっても暗部上であってもよい
【００３４】
　（第３実施形態）
　上述の計測装置は、ある支持部材に支持された状態で使用されうる。本実施形態では、
一例として、図８のようにロボットアーム３００（把持装置）に備え付けられて使用され
る制御システムについて説明する。計測装置１００は、支持台２００に置かれた被検物２
１０にパターン光を投影して撮像し、画像を取得する。そして、計測装置１００の制御部
が、又は、計測装置１００の制御部から画像データを取得した制御部３１０が、被検物２
１０の位置および姿勢を求め、求められた位置および姿勢の情報を制御部３１０が取得す
る。制御部３１０は、その位置および姿勢の情報（計測結果）に基づいて、ロボットアー
ム３００に駆動指令を送ってロボットアーム３００を制御する。ロボットアーム３００は
先端のロボットハンドなど（把持部）で被検物２１０を保持して、並進や回転などの移動
をさせる。さらに、ロボットアーム３００によって被検物２１０を他の部品に組み付ける
（組立する）ことにより、複数の部品で構成された物品、例えば電子回路基板や機械など
を製造することができる。また、移動された被検物２１０を加工することにより、物品を
製造することができる。制御部３１０は、ＣＰＵなどの演算装置やメモリなどの記憶装置
を有する。なお、ロボットを制御する制御部を制御部３１０の外部に設けても良い。また
、計測装置１００により計測された計測データや得られた画像をディスプレイなどの表示
部３２０に表示してもよい。
【００３５】
　以上、本発明の実施の形態を説明してきたが、本発明はこれらの実施の形態に限定され
ず、その要旨の範囲内において様々な変更が可能である。
【符号の説明】
【００３６】
　１　　　投影装置（プロジェクタ）
　２　　　撮像装置
　１１　　光源部
　１２　　照明光学系
　１３　　パターン生成部
　１４　　投影光学系
　１４３　開口絞り
　ＯＰ　　開口部
　ＩＭ　　光源像

 



(9) JP 2017-194418 A 2017.10.26

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】 【図５】



(10) JP 2017-194418 A 2017.10.26

【図６】

【図７】

【図８】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

